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TOYAMA Free Wi-Fi の利用開始手続きに関する今後の方針について 

  

本協議会においてはこれまで、利用者の利便性を第一と考え、以下の方針により運用

しているところである。 

① 利用規約の同意のみで利用可能とするワンタップ方式の採用 

② 無線区間の暗号化はしない 

③ 利用者追跡の手がかりとして、利用時に MAC アドレス取得するとともに、有害サ

イトへのフィルタリング、接続時間の限定（１回３時間）、一定期間ログを保管

するなどのセキュリティ対策により、一定のセキュリティ確保 

④ セキュリティに関する注意喚起・意識啓発の取り組み 

 

１ 国ガイドラインの改正の概要 

９月 23 日付けで、総務省が策定する「無線 LAN ビジネスガイドライン第 2 版」の

が公表され、ショッピング街や屋外イベントなどにおける公衆無線 LAN アクセスポイ

ントの設置については、メールアドレスなどの入力が必要な方式での運用を推奨する

とされたもの。ただし、目視等で利用者の出入りを十分把握できる場合については、

認証は必ずしも必要としないとされている。 

 

２ 本協議会としての今後の方針（案） 

ワンタップ方式が利用者からも好評であるため、認証方式は変更しない。ただし、

目視等で利用者の出入りを十分把握することが困難な箇所での整備については、監

視カメラの設置など※のセキュリティの確保策について、県警とも相談しながら個

別に対応を検討する。 

※ガイドラインにおいて、目視等で利用者の出入りを十分把握できる箇所として、認証を必ず

しも必要としない公衆無線 LAN アクセスポイントの設置例として以下の箇所が例示されている。 

①空港等が提供するアクセスポイント 

②ホテル客室等で提供されるアクセスポイント 

③レストランやカフェ等のテンポ内に設置されるアクセスポイント 

なお、今後の動向を注視し、引き続き検討を続けるものとする。 

 

 

 

（参考）３ 総務省補助事業「観光・防災 Wi-Fiステーション」の補助要件見直しについて 

  平成２８年度より、利用者の利便性及び不正利用防止の観点から、補助金の交付要件に認証に

関する要件が追加されたもの。（今年度当初予算分については特例措置として、既存 Wi-Fi の増設

については適用除外とされている。） 

  ＜補助対象となる認証方式 

① SMS（ショートメッセージ）・電話番号を利用した認証方式 

② SNSアカウントを利用した認証方式 

③ 利用していることの確認を含めたメール認証方式 

訪日外国人に対する無料公衆無線 LAN サービスの利用開始手続の簡素化・一元化の取組みなど、
2020年東京オリンピック・パラリンピックに向けた Wi-Fi整備の動き 等 

 

今後の動向によっては、何らかの見直しが必要と

なることも想定されることから、現行方式のまま

とし、安全面で一定の配慮を行う 

 



無線 LANビジネスガイドライン（案）第 2版 より抜粋 
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